
｢婦人問題企画推進本部｣設置 国際婦人年（目標：平等、発展、平和）

国際婦人年世界会議（メキシコシティ）
「世界行動計画」採択

1978年
（昭和53年）

広島市新基本計画に、婦人対策を位置付け

1979年

（昭和54年）

1980年
（昭和55年）

「国連婦人の十年」中間年世界会議（コ
ペンハーゲン）「国連婦人の十年後半期
行動プログラム」採択

1982年
（昭和57年）

婦人教育会館(現：女性教育センター)開館

1985年
（昭和60年）

｢広島市婦人問題懇話会｣設置
｢国籍法｣改正
｢男女雇用機会均等法｣公布
｢女子差別撤廃条約｣批准

「国連婦人の十年」ナイロビ世界会議
（西暦２０00年に向けての）「婦人の地
位向上のためのナイロビ将来戦略」採択

「ひろしま２１世紀女性プラン」策定
｢広島市女性問題協議会｣設置
｢広島市女性に関する行政推進連絡会議｣設
置(局長会長)

国連婦人の地位委員会拡大会期

国連経済社会理事会「婦人の地位向上の
ためのナイロビ将来戦略に関する第１回
見直しと評価に伴う勧告及び結論」採択

「北京宣言及び行動綱領」採択

「男女共同参画ビジョン」答申
「男女共同参画２０００年プラン」策定

　

｢ひろしま２１世紀男女共同参画プラン｣策
定
｢広島市女性行政推進本部｣設置(市長本部長)

｢男女共同参画審議会｣設置(法律)
｢男女雇用機会均等法｣改正

　

｢男女共同参画社会基本法｣公布、施行 　

庁内の推進本部を｢広島市男女共同参画推進
本部」、庁内組織を  ｢男女共同参画室｣、協
議会を｢広島市男女共同参画協議会｣に、
各々名称変更

｢男女共同参画基本計画｣策定 国連特別総会「女性2000年会議」
(ニューヨーク）

｢広島市男女共同参画推進条例｣公布、施行
｢広島市男女共同参画審議会｣設置（条例）

内閣府に｢男女共同参画会議｣ 、「男女共
同参画局｣設置
｢DV防止法｣公布、施行
｢育児・介護休業法｣改正

　

｢広島市男女共同参画基本計画（第１期）｣
策定

　

「ＤＶ防止法」改正
「育児・介護休業法」改正

「男女共同参画基本計画（第2次）」改
定

「男女雇用機会均等法」改正

「男女雇用機会均等法」施行
「ＤＶ防止法」改正

「広島市男女共同参画基本計画（第2期）」
策定
専管組織を「男女共同参画課」に名称変更

「広島市配偶者暴力相談支援センター」設
置

「広島市配偶者からの暴力の防止及び被害
者支援基本計画」策定

「男女共同参画基本計画（第3次）」改定

男女共同参画に関する広島市・国・世界の動き

1997年
（平成9年）

「育児休業法」改正（介護休業制度の法
制化）

1990年
（平成2年）

　

国連第３４回総会「女子差別撤廃条約」
採択

世　界（国 連）

｢国内行動計画｣策定

年　 広島市

｢西暦２０００年に向けての新国内行動
計画｣策定

国
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（昭和62年）

｢青少年婦人対策課｣設置

1987年

1975年
（昭和50年）

1988年
（昭和63年）

2004年
（平成16年）

｢女性行政推進課｣設置(専管組織)

（平成3年）

（平成4年）

（平成6年）

1992年

1991年

2000年
（平成12年）

1996年
（平成8年）

第４回世界女性会議―平等、開発、平和
のための行動（北京）1995年

（平成7年）

1994年

「育児休業法」公布
「西暦２０００年に向けての新国内行動
計画(第1次改定)｣策定

　

｢男女共同参画審議会｣設置(政令)
｢男女共同参画推進本部｣設置

2010年
（平成22年）

2001年
（平成13年）

1999年
（平成11年）

2003年
（平成15年）

200７年
（平成1９年）

2006年
（平成18年）

2008年
（平成20年）

2005年
（平成17年）

2009年
（平成21年）

 83


